
改正

平成18年3月31日労働者の健康の保持増進のための指針公示第3号

1 趣旨

労働者の受けるストレスは拡大する傾向にあり、仕事に関して強い不安

やストレスを感じている労働者が坐数宣超ミ亙.状況にある。また、精神障
害等に係る労災補償状況をみると、請求件数、認定件数とも近年、増加傾

向にある。このような中で、心の健康問題が労働者、その家族、事業場及

び社会に与える影響は、今日、ますます大きくなっている。事業場におい

て、より積極的に心の健康の保持増進を図ることは、労働者とその家族の

幸せを確保するとともに、我が国社会の健全な発展という観点からも、非

常に重要な課題となっている。

本指針は、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第70条の2第1項の

規定に基づき、伺法第69条第1項の措置の適切かつ有効な実施を図るため

の指針として、事業場において臺茎者だ證丈亙労働者の心の健康の保持増
進のための措置(以下「メンタルヘルスケア」という。)が適切かつ有効

に実施されるよう、メンタルヘルスケアの原則的な実施方法について定め

るものである。

事業者は、本指針に基づき、各事業場の実態に即した形で、ストレスチェ
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動の健の 1 進のためのヒ公示

ツク制度を含めたメンタルヘルスケアの実施に積極的に取り組むことが望

ましい。

2 メンタルヘルスケアの基本的考え方

ストレスの原因となる要因(以下「ストレス要因」という。)は、仕

事、職業生活、家庭、地域等に存在している。心の健康づくりは、労働
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者自身が、ストレスに気づき、これに対処すること(セルフケア)の必

要性を認識することが重要である。

しかし、職場に存在す・るストレス要因は、労働者自身の力だけでは取

り除くことができないものもあることから、労働者の心の健康づくりを

進していくためには

ヘルスケアの積極的推進が重要であり、労働の場における組織的かつ計

画的な対策の実施は、大きな役割を果たすものである。

このため、事業者は、以下に定めるところにより、自らがストレスチ

エック制度を含めた事業場におけるメンタルヘルスケアを積極的に推進

することを表明するとともに、衛生委員会又は安全衛生委員会(以下「衛

生委員会等」という。)において十分調査審議を行い、メンタルヘルス

ケアに関する事業場の現状とその問題点を明確にし、その問題点を解決

する具体的な実施事項等についての基本的な計画(以下「心の健康づく

り計画」という。)を定・実施するとともに、ストレスチェック 1度

1皿の

の実施方法にるま呈
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そのプロセスの把握が難しい。また、心の健康は、すべての労働者

に関わることであり、すべての労働者が心の問題を抱える可能性が
あるにもかかわらず、心の健康問題を抱える労働者に対して、健康

問題以外の観点から評価が行われる傾向が強いという問題や、心の

健康問題自体についての誤解や偏見等解決すべき問題が存在してい

る。

②労働者の個人情報の保護への配慮

メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含む労働

者の個人情報の保護及び労働者の意思の尊重に留意することが重要

である。心の健康に関する情報の収集及び利用に当たっての、労働

者の個人情報の保護への配慮は、労働者が安心してメンタルヘルス

ケアに参加できること、ひいてはメンタルヘルスケアがより効果的

に推進されるための条件である。

③人事労務管理との関係

労働者の心の健康は、職場配置、人事異動、職場の組織等の人事

労務管理と密接に関係する要因によって、大きな影響を受ける。メ

ンタルヘルスケアは、人事労務管理と連携しなけれぱ、適切に進ま

ない場合が多い。

④家庭,個人生活等の職場以外の問題

心の健康問題は、職場のストレス要因のみならず家庭・個人生活

等の職場外のストレス要因の影響を受けている場合も多い。また、

個人の要因等も心の健康問題に影響を与え、これらは複雑に関係し、

相互に影響し合う場合が多い。

3 衛生委員会等における調査審議

メンタルヘルスケアの推進に当たっては、事業者が労働者等の意見を聴

きつつ事業場の実態に即した取組を行うことが必要である。また、心の健

康問題に適切に対処するためには、産業医等の助言を求めることも必要で

ある。このためにも、労使、産業医、衛生管理者等で構成される衛生委員

会等を活用することが効果的である。労働安全衛生規則(昭和47年労働
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省令第32号)第22条において、衛生委員会の付議事項として「労働者

の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること」が規定さ

れており、 4に掲げる心の健康づくり計画の策定はもとより、その実施体

制の整備等の具体的な実施方策や個人情報の保護に関する規程等の策定等

に当たっては、衛生委員会等において十分調査審議を行うことが必要であ

る。

また、ストレスチェック 11度に

るための検査及ぴ面妾旨省の施並びに面妾
ヒ

ずべき昔置にする旨針(平成27年4

握するための査指針公示

う。)により衛生委員会においてストレスチェックの施

て調査

する規ネを定めることとされていることから

する調査

義
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分調査審議を行い、心の健康づくり計画を策定することが必要である。心

の健康づくり計画は、各事業場における労働安全衛生に関する計画の中に

位置付けることが望ましい。
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することを表明するとともに、その実施体制を確立する必要がある。心の

健康づくり計画の実施においては、実施状況等を適切に評価し、評価結果
に基づき必要な改善を行うことにより、メンタルヘルスケアの一層の充

実・向上に努めることが望ましい。心の健康づくり計画で定めるべき事項

は次に掲げるとおりである。

①事業者がメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明に関する

②事業場における心の健康づくりの体制の整備に関すること。

③事業場における問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施に関す

ること。

④メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び事業場外資

源の活用に関すること。

⑤労働者の健康情報の保護に関すること。

⑥心の健康づくり計画の実施状況の評価及び計画の見直しに関するこ

と。

⑦その他労働者の心の健康づくりに必要な措置に関すること。
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5 4つのメンタルヘルスケアの推進

メンタルヘルスケアは、労働者自身がストレスや心の健康について理

解し、自らのストレスを予防、軽減するあるいはこれに対処する「セル

フケア」、労働者と日常的に接する管理監督者が、心の健康に関して職

場環境等の改善や労働者に対する相談対応を行う「ラインによるケア」、
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に基づき必要な改善を行うことにより、メンタルヘルスケアの一層の充

実・向上に努めることが望ましい。心の健康づくり計画で定めるべき事項
は次に掲げるとおりである。
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ること。

④メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び事業場外資
源の活用に関すること。

⑤労働者の健康情報の保護に関すること。

⑥心の健康づくり計画の実施状況の評価及び計画の見直しに関するこ
と。

⑦その他労働者の心の健康づくりに必要な措置に関すること。
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れるメ

の中

5 4つのメンタルヘルスケアの推進

メンタルヘルスケアは、労働者自身がストレスや心の健康にっいて理

解し、自らのストレスを予防、軽減するあるいはこれに対処する「セル

フケア」、労働者と日常的に接する管理監督者が、心の健康に関して職

場環境等の改善や労働者に対する相談対応を行う「ラインによるケア」、

事業場内の産業医等事業場内産業保健スタッフ等が、事業場の心の健康
づくり対策の提言を行うとともに、その推進を担い、また、労働者及び

5

一次

こ

とこ 0

立こ



管理監督者を支援する「事業場内産業保健スタッフ等によるケア」及び

事業場外の機関及び専門家を活用し、その支援を受ける「事業場外資源

によるケア」の4つのケアが継続的かつ計画的に行われることが重要で

ある。

(1)セルフケア

心の健康づくりを推進するためには、労働者自身がストレスに気づ

き、これに対処するための知識、方法を身につけ、それを実施すること

が重要である。ストレスに気づくためには、労働者がストレス要因に対

するストレス反応や心の健康について理解するとともに、自らのストレ

スや心の健康状態について正しく認識できるようにする必要がある。

このため、事業者は、労働者に対して、 6 (1)アに掲げるセルフケ

アに関する教育研修、情報提供を行い、心の健康に関する理解の普及を

図るものとする。また、 6 (3)に掲げるところにより相談体制の整備

を図り、労働者自身が管理監督者や事業場内産業保健スタッワ等に自発

的に相談しやすい環境を整えるものとする。

まナ

よるストレスチェックの実施が重要であし

べての労働がストレスチェック受1

ストレスへの気付きをすためにはストレスチエッ

また、管理監督者にとってもセルフケアは重要であり、事業者は、セ

ルフケアの対象者として管理監督者も含めるものとする。

(2)ラインによるケア

管理監督者は、部下である労働者の状況を日常的に把握しており、ま

た、個々の職場における具体的なストレス要因を把握し、その改善を図

ることができる立場にあることから、 6 (2)に掲げる職場環境等の把

握と改善、 6 (3)に掲げる労働者からの相談対応を行うことが必要で

ある。

このため、事業者は、管理監督者に対して、.6 (1)イに掲げるライ

ンによるケアに関する教育研修、情報提供を行うものとする。

さらにストレスへの気付きのためには、ストレスチェッ

随 セルフチェック

管理監督者を支援する「事業場内産業保健スタッフ等によるケア」及び

事業場外の機関及ぴ専門家を活用し、その支援を受ける「事業場外資源

によるケアJ の4つのケアが継続的かつ計画的に行われることが重要で

ある。

(1)セルフケア

心の健康づくりを推進するためには、労働者自身がストレスに気づ

き、これに対処するための知識、方法を身につけ、それを実施すること

が重要である。ストレスに気づくためには、労働者がストレス要因に対

するストレス反応や心の健康について理解するとともに、自らのストレ

スや心の健康状態について正しく認識できるようにする必要がある。

二のため、事業者は、労働者に対して、 6 (1)アに掲げるセルフケ

アに関する教育研修、情報提供を行い、心の健康に関する理解の普及を
図るものとする。また、 6 (3)に掲げるところにより相談体制の整備

を図り、労働者自身が管理監督者や事業場内産業保健スタッフ等に自発
的に相談しやすい環境を整えるものとする。ストレスへの気づきのため

丁つ 会提共することも

ことがましい

呂1 のf がない

に

勺で

とは1に

す

に、 6 (3)アに掲げるセルフチェックを行う機会を提供することも効

果曲工杢亙L

また、管理監督者にとってもセルフケアは重要であり、事業者は、セ
ルフケアの対象者として管理監督者も含めるものとする。

(2)ラインによるケア

管理監督者は、部下である労働者の状況を日常的に把握しており、ま

た、個々の職場における具体的なストレス要因を把握し、その改善を図

ることができる立場にあることから、 6 (2)に掲げる職場環境等の把

握と改善、 6 (3)に掲げる労働者からの相談対応を行うことが必要で
ある。、

このため、事業者は、管理監督者に対して、 6 (1)イに掲げるライ

ンによるケアに関する教育研修、情報提供を行うものとする。
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なお、業務を一時的なプロジェクト体制で実施する等、通常のライン

によるケアが困難な業務形態にある場合には、実務において指揮命令

系統の上位にいる者等によりケアが行われる体制を整えるなど、ライン

によるケアと同等のケアが確実に実施されるようにするものとする。

(3)事業場内産業保健スタッフ等によるケア

事業場内産業保健スタッフ等は、セルフケア及びラインによるケアが

効果的に実施されるよう、労働者及び管理監督者に対する支援を行うと

ともに、心の健康づくり計画に基づく具体的なメンタルヘルスケアの実

施に関する企画立案、メンタルヘルスに関する個人の健康情報の取扱

い、事業場外資源とのネットワークの形成やその窓口となる二と等、心

の健康づくり計画の実施に当たり、中心的な役割を果たすものである。

このため、事業者は、事業場内産業保健スタッフ等によるケアに関し

て、次の措置を講じるものとする。

① 6・(つウに掲げる職務に応じた専門的な事項を含む教育研修、

知識修得等の機会の提供を図ること。

②メンタルヘルスケアに関する方針を明示し、実施すべき事項を委

嘱又は指示すること。

③ 6 (3)に掲げる事業場内産業保健スタッワ等がL労働者の自発
的相談やストレスチェック

等を受けることができる制度及ぴ体制を、それぞれの事業場内の実

態に応じて整えること。

④産業医等の助言、指導等を得ながら事業場のメンタルヘルスケア

の推進の実務を担当する事業場内メンタルヘルス推進担当者を、事
業場内産業保健スタッフ等の中から選任するよう努めること。事業

場内メンタルヘルス推進担当者としては、衛生管理者等や常勤の保

なお、業務を一時的なプロジェクト体制で実施する等、通常のライン

によるケアが困難な業務形態にある場合には、実務において指揮命令

系統の上位にいる者等によりケアが行われる体制を整えるなど、ライン

によるケアと同等のケアが確実に実施されるようにするものとする。

(3)事業場内産業保健スタッフ等によるケア

事業場内産業保健スタッフ等は、セルフケア及びラインによるケアが

効果的に実施されるよう、労働者及び管理監督者に対する支援を行うと

ともに、心の健康づくり計画に基づく具体的なメンタルヘルスケアの実

施に関する企画立案、メンタルヘルスに関する個人の健康情報の取扱

い、事業場外資源とのネットワークの形成やその窓口となること等、心

の健康づくり計画の実施に当たり、中心的な役割を果たすものである。

このため、事業者は、事業場内産業保健スタッフ等によるケアに関し
て、次の措置を講じるものとする。

① 6 (1)ウに掲げる職務に応じた専門的な事項を含む教育研修、
知識修得等の機会の提供を図ること。

②メンタルヘルスケアに関する方針を明示し、実施すべき事項を委
嘱又は指示すること。

③ 6 (3)に掲げる事業場内産業保健スタッフ等が労働者の自発的

相談等を受けることができる制度及び体制を、それぞれの事業場内
の実態に応じて整えること。

健師等から選任することが望ま、しいこと。ただし

ルヘルス推進担当者は、労働者のメンタルヘルスに

を取り扱うことから、労働者について解雇、昇進又は異動に関して

の'知禹けナ

直妾の権限を持つ監的地位にある者(以下「人事権を有する者

という。) 選任ることは適当でないことなおストレスチェ

動からのキ談

業'内メンタ

る個人'主

④産業医等の助言、指導等を得ながら事業場のメンタルヘルスケア
の推進の実務を担当する事業場内メンタルヘルス推進担当者を、事

業場内産業保健スタッフ等の中から選任するよう努めること。事業

場内メンタルヘルス推進担当者としては、衛生管理者等や常勤の保

健師等から選任することが望ましいこと。なお、事業場の実情によ
つては人

と。
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ツク制度においては、労働安全衛生ま則←52条の10

ストレスチェック

トレスチェックの

⑤一定規模以上の事業場にあっては、事業場内に又は企業内に、心

の健康づくり専門スタッフや保健師等を確保し、活用することが望

ましいこと。

なお、事業者は心の健康問題を有する労働者に対する就業上の配慮に

ついて、事業場内産業保健スタッフ等に意見を求め、また、これを尊重

するものとする。

メンタルヘルスケアに関するそれぞれの事業場内産業保健スタッフ

いることに意すること

受ける労働について人 1

の

等の役割は、主として以下のとおりである。なお以に 1 るもの

のほ力

劣に従してはならないこととされて

斐害1については、ストレスチェック旨金によることとする

ア

ストレスチエック 1

産業医等

産業医等は、

面から、事業場の心の健康づくり計画の策定に助言、指導等を行い、
これに基づく対策の実施状況を把握する。また、専門的な立場から、

セルフケア及びラインによるケアを支援し、教育研修の企画及び実

施、情報の収集及び提供、助言及び指導等を行う。就業上の配慮が必

要な場合には、事業者に必要な意見を述べる。専門的な相談・対応が

必要な事例については、事業場外資源との連絡調整に、専門的な立場

2 によし

動の建倖チ

はス

にお1

から関わる。さらに、ストレスチェック 1 及び長時間労働者等に対

する面接指導等の実施並びにメンタルヘルスに関する個人の健康情

報の保護についても中心的役割をナ

イ衛生管理者等

衛生管理者等は、心の健康づくり計画に基づき、産業医等の助言、

指導等を踏まえて、具体的な教育研修の企画及び実施、職場環境等の

評価と改善、心の健康に関する相談ができる雰囲気や体制づくりを行

務として担う

⑤一定規模以上の事業場にあっては、事業場内に又は企業内に、心

の健康づくり専門スタッフや保健師等を確保し、活用することが望

ましいこと。

なお、事業者は心の健康問題を有する労働者に対する就業上の配慮に

ついて、事業場内産業保健スタッフ等に意見を求め、また、これを尊重

するものとする。

メンタルヘルスケアに関するそれぞれの事業場内産業保健スタッフ

等の役割は、主として以下のとおりである。

スタッフ

て

の

るという

ことが望ましい

ア 産業医等

産業医等は、

の

助言、指導等を行い、これに基づく対策の実施状況を把握する。また、

専門的な立場から、セルフケア及びラインによるケアを支援し、教育

研修の企画及び実施、情報の収集及び提供、助言及び指導等を行う。

就業上の配慮が必要な場合には、事業者に必要な意見を述べる。専門

的な相談・対応が必要な事例については、事業場外資源との連絡調整

の

もの

1進

場境の

丁 というから、事業場の心の健康づくり計画の策定に

に、専門的な立場から関わる。さらに、長時間労働者等に対する面接

るための壮署のうち、_医学的門知き哉必要と

指導等の実施竺メンタルヘルスに関する個人の健康情報の保護につ

いても中心的役割を果左すし
イ衛生管理者等

衛生管理者等は、心の健康づくり計画に基づき、産業医等の助言、

指導等を踏まえて、具体的な教育研修の企画及び実施、職場環境等の

評価と改善、心の健康に関する相談ができる雰囲気や体制づくりを行

^ 健教育・健キ談その他労働者
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う。またセルフケア及びラインによるケアを支援し、その実施状況を

把握するとともに、産業医等と連携しながら事業場外資源との連絡調

整に当たることが効果的である。

ウ保健師等

衛生管理者以外の保健師等は、産業医等及び衛生管理者等と協力し

ながら、セルフケア及びラインによるケアを支援し、教育研修の企

画・実施、職場環境等の評価と改善、労働者及び管理監督者からの相

談対応、保健指導等に当たる。

工心の健康づくり専門スタッフ

事業場内に心の健康づくり専門スタッフがいる場合には、事業場内

産業保健スタッフと協力しながら、教育研修の企画・実施、職場環境

等の評価と改善、労働者及び管理監督者からの専門的な相談対応等に

当たるとともに、当該スタッフの専門によっては、事業者への専門的

立場からの助言等を行うことも有効である。

オ人事労務管理スタッフ

人事労務管理スタッフは、管理監督者だけでは解決できない職場配

置、人事異動、職場の組織等の人事労務管理が心の健康に及ぼしてい

る具体的な影響を把握し、労働時間等の労働条件の改善及び適正配置

に配慮する。

(4)事業場外資源によるケア

メンタルヘルスケアを行う上では、事業場が抱える問題や求めるサ

ービス、に応じて、メンタルヘルスケアに関し専門的な知識を有する各

種の事業場外資源の支援を活用することが有効である。また、労働者

う。またセルフケア及びラインによるケアを支援し、その実施状況を

把握するとともに、産業医等と連携しながら事業場外資源との連絡調
整に当たることが効果的である。

ウ保健師等

衛生管理者以外の保健師等は、産業医等及び衛生管理者等と協力し

ながら、セルフケア及びラインによるケアを支援し、教育研修の企
画,実施、職場環境等の評価と改善、労働者及び管理監督者からの相
談対応、保健指導等に当たる。

工心の健康づくり専門スタッフ

事業場内に心の健康づくり専門スタッフがいる場合には、事業場内

産業保健スタッフと協力しながら、教育研修の企画・実施、職場環境

等の評価と改善、労働者及び管理監督者からの専門的な相談対応等に

当たるとともに、当該スタッフの専門によっては、事業者への専門的
立場からの助言等を行うことも有効である。

オ人事労務管理スタッフ

人事労務管理スタッフは、管理監督者だけでは解決できない職場配

置、人事異動、職場の組織等の人事労務管理が心の健康に及ぼしてぃ

る具体的な影響を把握し、労働時間等の労働条件の改善及び適正配置
に配慮する。

(4)事業場外資源によるケア

メンタルヘルスケアを行う上では、事業場が抱える問題や求めるサ

ビスに応じて、メンタルヘルスケアに関し専門的な知識を有する
各種の事業場外資源の支援を活用することが有効である。また、労働

が業場内での

用することが効果的である。

は

や

メンタルヘルスケアに
圭

勺に確認することが望ましい

また

越理が適切に行れる

炎等望まないような場合にも、事業場外資源を活

り事業者がメンタルヘルスケアの推進について主体性を失わないよ

業場外資j,の活用にあだっては、これに依存することによ

るサービスが適もに

1が整されてい力

外 する

で

について

本1

ただし

者が

事業場外資源を活用することが効果的である。

ワ勺

事業場外資源の活用にあたっては、これに依存することにより事業

9

者がメンタルヘルスケアの推進にっいて主体性を失わないよう留意

に知られることを望まないような場合にも、
合



う留意すべきである。このため、事業者は、メンタルヘルスケアに関

する専門的な知識、情報等が必要な場合は、事業場内産業保健スタッ

フ等が窓口となって、適切な事業場外資源から必要な情報提供や助言

を受けるなど円滑な連携を図るよう努めるものとする。また、必要に

応じて労働者を速やかに事業場外の医療機関及び地域保健機関に紹

介するためのネットワークを日頃から形成しておくものとする。

特に、小規模事業場においては、 8に掲げるとおり、必要に応じて

産

6 メンタルヘルスケアの具体的進め方

メンタルヘルスケアは、 5に掲げる4つのケアを継続的かつ計画的に実

施することが基本であるが、具体的な推進に当たっては、事業場内の関係

者が相互に連携し、以下の取組を積極的に推進することが効果的である。

(1)メンタルヘルスケアを推進するための教育研修,情報提供

事業者は、 4つのケアが適切に実施されるよう、以下に掲げるところ

により、それぞれの職務に応じ、メンタルヘルスケアの推進に関する教

育研修・情報提供を行うよう努めるものとする。この際には、必要に応

じて事業場外資源が実施する研修等への参加についても配慮するもの

とする。

なお、労働者や管理監督者に対する教育研修を円滑に実施するため、

事業場内に教育研修担当者を計画的に育成することも有効である。

ア労働者への教育研修・情報提供

事業者は、セルフケアを促進するため、管理監督者を含む全ての
労働者に対して、次に掲げる項目等を内容とする教育研修、情報提

供を行うものとする。

①メンタルヘルスケアに関する事業場の方針

②ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

③セルフケアの重要性及び心の健康問題に対する正しい態度

④ストレスへの気づき方

事業場外資源を活用することが有効である。

建,念合支爰センターの域窓口(地域産呆建センター)等の

すべきである。このため、事業者は、メンタルヘルスケアに関する専

門的な知識、情報等が必要な場合は、事業場内産業保健スタッフ等が

窓口となって、適切な事業場外資源から必要な情報提供や助言を受け

るなど円滑な連携を図るよう努めるものとする。また、必要に応じて

労働者を速やかに事業場外の医療機関及び地域保健機関に紹介する
ためのネットワークを日頃から形成しておくものとする。

特に、小規模事業場においては、 8に掲げるとおり、必要に応じて

地域

6 メンタルヘルスケアの具体的進め方

メンタルヘルスケアは、 5に掲げる4つのケアを継続的かつ計画的に実

施することが基本であるが、具体的な推進に当たっては、事業場内の関係
者が相互に連携し、以下の取組を積極的に推進することが効果的である。

(1)メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供

事業者は、 4つのケアが適切に実施されるよう、以下に掲げるところ

により、それぞれの職務に応じ、メンタルヘルスケアの推進に関する教
育研修,情報提供を行うよう努めるものとする。この際には、必要に応

じて事業場外資源が実施する研修等への参加についても配慮するもの
とする。

なお、労働者や管理監督者に対する教育研修を円滑に実施するため、

事業場内に教育研修担当者を計画的に育成することも有効である。
ア労働者への教育研修・情報提供

事業者は、セルフケアを促進するため、管理監督者を含む全ての

労働者に対して、次に掲げる項目等を内容とする教育研修、情報提
供を行うものとする。

①メンタルヘルスケアに関する事業場の方針

②ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

③セルフケアの重要性及び心の健康問題に対する正しい態度
④ストレスへの気づき方

る。

センター等の事業場外資源を活用することが有効であ
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⑤ストレスの予防、軽減及びストレスへの対処の方法

⑥自発的な相談の有用性

⑦事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報

イ管理監督者への教育研修・情報提供

事業者は、ラインによるケアを促進するため、管理監督者に対して、

次に掲げる項目等を内容とする教育研修、情報提供を行うものとす

る。

①メンタルヘルスケアに関する事業場の方針

②職場でメンタルヘルスケアを行う意義

③ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

④管理監督者の役割及び心の健康問題に対する正しい態度

⑤職場環境等の評価及び改善の方法

⑥労働者からの相談対応信舌の聴き方、情報提供及び助言の方法等)

⑦心の健康問題により休業した者の職場復帰への支援の方法

⑧事業場内産業保健スタッフ等との連携及びこれを通じた事業場外

資源との連携の方法

⑨セルフケアの方法

⑩事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報

⑪健康情報を含む労働者の個人情報の保護等

ウ事業場内産業保健スタッフ等への教育研修・情報提供

事業者は、事業場内産業保健スタッフ等によるケアを促進するた

め、事業場内産業保健スタッフ等に対して、次に掲げる項目等を内容

とする教育研修、情報提供を行うものとする。

また、産業医、衛生管理者、事業場内メンタルヘルス推進担当者、

保健師等、各事業場内産業保健スタッフ等の職務に応じて専門的な事

項を含む教育研修、知識修得等の機会の提供を図るものとする。

①メンタルヘルスケアに関する事業場の方針

②職場でメンタルヘルスケアを行う意義

③ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

④事業場内産業保健スタッフ等の役割及び心の健康問題に対する正

⑤ストレスの予防、軽減及びストレスへの対処の方法

⑥自発的な相談の有用性

⑦事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報

イ管理監督者への教育研修・情報提供

事業者は、ラインによるケアを促進するため、管理監督者に対して、

次に掲げる項目等を内容とする教育研修、情報提供を行うものとす
る。

①メンタルヘルスケアに関する事業場の方針
②職場でメンタルヘルスケアを行う意義

③ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

④管理監督者の役割及び心の健康問題に対する正しい態度
⑤職場環境等の評価及び改善の方法

⑥労働者からの相談対応(話の聴き方、情報提供及び助言の方法等)
⑦心の健康問題により休業した者の職場復帰への支援の方法

⑧事業場内産業保健スタッフ等との連携及びこれを通じた事業場外
資源との連携の方法

⑨セルフケアの方法

⑩事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報
⑪健康情報を含む労働者の個人情報の保護等

ウ事業場内産業保健スタッフ等への教育研修・情報提供

事業者は、事業場内産業保健スタッフ等によるケアを促進するた

め、事業場内産業保健スタッフ等に対して、次に掲げる項目等を内容
とする教育研修、情報提供を行うものとする。

また、産業医、衛生管理者、事業場内メンタルヘルス推進担当者、

保健師等、各事業場内産業保健スタッフ等の職務に応じて専門的な事
項を含む教育研修、知識修得等の機会の提供を図るものとする。
①メンタルヘルスケアに関する事業場の方針

②職場でメンタルヘルスケアを行う意義

③ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識

④事業場内産業保健スタッフ等の役割及び心の健康問題に対する正
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しい態度

⑤職場環境等の評価及び改善の方法

⑥労働者からの相談対応信舌の聴き方、情報提供及び助言の方法等)

⑦職場復帰及び職場適応の支援、指導の方法

⑧事業場外資源との連携(ネットワークの形成)の方法

⑨教育研修の方法

⑩事業場外資源の紹介及び利用勧奨の方法

⑪事業場の心の健康づくり計画及ぴ体制づくりの方法

⑫セルフケアの方法

⑬ラインによるケアの方法

⑭事業場内の相談先及ぴ事業場外資源に関する情報

⑮健康情報を含む労働者の個人情報の保護等

(2)職場環境等の把握と改善

労働者の心の健康には、作業環境、作業方法、労働者の心身の疲労の

回復を図るための施設及び設備等、職場生活で必要となる施設及び設備
等、労働時間、仕事の量と質、パワーハースメント

丕堅」ど上笠職場内のハラスメントを含む職場の人間関係、職場の組織及
び人事労務管理体制、職場の文化や風土等の職場環境等が影響を与える

ものであり、職場レイアウト、作業方法、コミュニケーション、職場組

織の改善などを通じた職場環境等の改善は、労働者の心の健康の保持増

進に効果的であるとされている。このため、事業者は、メンタルヘルス

不調の未然防止を図る観点から職場環境等の改善に積極的に取り組む

ものとする。また、事業者は、衛生委員会等における調査審議や策定し

た心の健康づくり計画を踏まえ、管理監督者や事業場内産業保健スタッ

フ等に対し、職場環境等の把握と改善の活動を行いやすい環境を整備す

るなどの支援を行うものとする。

ア職場環境等の評価と問題点の把握

職場環境等を改善するためには、まず、職場環境等を評価し、問題

点を把握することが必要である。

このため、事業者は、管理監督者による日常の職場管理や労働者か

しい態度

⑤職場環境等の評価及び改善の方法

⑥労働者からの相談対応(話の聴き方、情報提供及び助言の方法等)

⑦職場復帰及び職場適応の支援、指導の方法

⑧事業場外資源との連携(ネットワークの形成)の方法

⑨教育研修の方法

⑩事業場外資源の紹介及び利用勧奨の方法

⑪事業場の心の健康づくり計画及び体制づくりの方法

⑫セルフケアの方法

⑬ラインによるケアの方法

⑭事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報

⑮健康情報を含む労働者の個人情報の保護等

(2)職場環境等の把握と改善

労働者の心の健康には、作業環境、作業方法、労働者の心身の疲労の

回復を図るための施設及び設備等、職場生活で必要となる施設及ぴ設備

等、労働時間、仕事の量と質、セクシュアルハラスメント等職場内のハクシ斗アルハー

ラスメントを含む職場の人間関係、職場の組織及び人事労務管理体制、

職場の文化や風土等の職場環境等が影響を与えるものであり、職場レイ

アウト、作業方法、コミュニケーション、職場組織の改善などを通じた

職場環境等の改善は、労働者の心の健康の保持増進に効果的であるとさ

れている。このため、事業者は、メンタルヘルス不調の未然防止を図る

観点から職場環境等の改善に積極的に取り組むものとする。また、事業

者は、衛生委員会等における調査審議や策定した心の健康づくり計画を

踏まえ、管理監督者や事業場内産業保健スタッフ等に対し、職場環境等
の把握と改善の活動を行いやすい環境を整備するなどの支援を行うも

のとする。

ア職場環境等の評価と問題点の把握

職場環境等を改善するためには、まず、職場環境等を評価し、問題

点を把握することが必要である。

このため、事業者は、管理監督者による日常の職場管理や労働者か
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らの意見聴取の結果を通じ、また、ストレスチェック

の分析の'告や面妾ヒの

題点を把握するものとする。

事業場内産業保健スタッフ等は、

において中心的役割を果たすものであり、職場巡視による観察、労働

者及び管理監督者からの聞き取り調査、産業

レスチェック結果の集、ごとの分斤の実施又は

を業'外資j から入手するにより定期的又は必要に応じて、・職

場内のストレス要因を把握し、評価するものとする。レ

イ職場環境等の改善

事業者は、アにより職場環境等を評価し、問題点を把握した上で、

職場環境のみならず勤務形態や職場組織の見直し等の様々な観点か

ら職場環境等の改善を行うものとする。具体的には、事業場内産業保

健スタッフ等は、職場環境等の評価結果に基づき、管理監督者に対し

てその改善を助言するとともに、管理監督者と協力しながらその改善

を図り、また、管理監督者は、労働者の労働の状況を日常的に把握し、

個々の労働者に過度な長時間労働、疲労、ストレス責任等が生じな

舌用して職場環境等の具体的問

いようにする等、労働者の能力、適性及び職務内容に合わせた配慮を

行うことが重要である。

また、事業者は、その改善の効果を定期的に評価し、効果が不十分

な場合には取組方法を見直す等、対策がより効果的なものになるよう

に継続的な取組に努めるものとする。これらの改善を行う際には、必

要に応じて、事業場外資源の助言及び支援を求めることが望ましい。

なお、職場環境等の改善に当たっては、労働者の意見を踏まえる必

要があり、労働者が参加して行う職場環境等の改善手法等を活用する

ことも有効である。

(3)メンタルヘルス不調への気付きと対応

メンタルヘルスケアにおいては、ストレス要因の除去又は軽減や労働

の団ごと

の 西と

師によるスト

点の巴屋

ごとの分析結果

らの意見聴取の結果を通じ、また、事業場内産業保健スタッフ等によ

ナ

把握するものとする。

袋垈、事業場内産業保健スタッフ等は中心的役割を果たすものであ

生ス

1皿

り、職場巡視による観察、労働者及び管理監督者からの聞き取り調査、
ストレスにするき。査票による調査等により、定期的又は必要に応じ

レス

の

て、職場内のストレス要因を把握し、評価するものとする。職場環境

査茜などストレスにする調査亜等を用い

いる二とによって、人鳥

望杢上△_
イ職場環境等の改善

事業者は、アにより職場環境等を評価し、問題点を把握した上で、

職場環境のみならず勤務形態や職場組織の見直し等の様々な観点か

ら職場環境等の改善を行うものとする。具体的には、事業場内産業保

健スタッフ等は、職場環境等の評価結果に基づき、管理監督者に対し

てその改善を助冨するとともに、管理監督者と協力しながらその改善

西るに当たって

舌用して職場環境等の具体的問題点を

を図り、また、管理監督者は、労働者の労働の状況を日常的に把握し、

個々の労働者に過度な長時間労働、過重な疲労、心理的負可、責任等

が生じないようにする等、労働者の能力、適性及び職務内容に合わせ
た配慮を行うことが重要である。

また、事業者は、その改善の効果を定期的に評価し、効果が不十分

な場合には取組方法を見直す等、対策がより効果的なものになるよう
に継続的な取組に努めるものとする。これらの改善を行う際には、必
要に応じて、事業場外資源の助言及び支援を求めることが望ましい。
なお、職場環境等の改善に当たっては、労働者の意見を踏まえる必

要があり、労働者が参加して行う職場環境等の改善手法等を活用する
ことも有効である。

(3)メンタルヘルス不調への気づきと対応

メンタルヘルスケアにおいては、ストレス要因の除去又は軽減や労働

環境にするチェックリスト等を用
職場,且.哉をAめたを平西行うことも
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者のストレス対処などの予防策が重要であるが、これらの措置を実施し

たにもかかわらず、万一、メンタルヘルス不調に陥る労働者が発生した

場合は、その早期発見と適切な対応を図る必要がある。

このため、事業者は、個人情報の保護に十分留意しつつ、労働者、管

理監督者、家族等からの相談に対して適切に対応できる体制を整備する

ものとする。さらに、相談等により把握した情報を基に、労働者に対し

て必要な配慮を行うこと、必要に応じて産業医や事業場外の医療機関に

つないでいくことができるネットワークを整備するよう努めるものと

する。

ア労働者による自発的な相談とセルフチェック

事業者は、労働者によるメンタルヘルス不調への気世宣を促進す
るためL 事業場の実態に応じて、その内部に相談に応ずる体制を整

備する、事業場外の相談機関の活用を図る等、労働者が自ら相談を

行えるよう必優な環境整備を行うものとする。三虫担1炎^込
ては、ストレスチェック

の窓口を広げ、キ郡しやい環境イるために重で

ナ

セルフチェックを行うことができる機会を提供することも効果的で

ある。

イ管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等による相談対応等

管理監督者は、日常的に、労働者からの自発的な相談に対応するよ

う努める必要がある。特に、長時間労働等により疲労の蓄積が認めら

れる労働者、強度の心理的負荷を伴う出来事を経験した労働者、その

他特に個別の配慮が必要と思われる労働者から、話を聞き、適切な情

報を提供し、必要に応じ事業場内産業保健スタッフ等や事業場外資源

への相談や受診を促すよう努めるものとする。

事業場内産業保健スタッフ等は、管理監督者と協力し、労働者の気
付きを促して、保健指導、健康相談等を行うとともに、相談等により

把握した情報を基に、必要に応じて事業場外の医療機関への相談や受

診を促すものとする。また、事業場内産業保健スタッフ等は、管理監

5 (1)に;げたとおりストレスへの気位壹のために、随時、

果の通知を受けナ

者のストレス対処などの予防策が重要であるが、これらの措置を実施し

たにもかかわらず、万一、メンタルヘルス不調に陥る労働者が発生した

場合は、その早期発見と適切な対応を図る必要がある。

このため、事業者は、個人情報の保護に十分留意しつつ、労働者、管

理監督者、家族等からの相談に対して適切に対応できる体制を整備する

ものとする。さらに、相談等により把握した情報を基に、労働者に対し

て必要な配慮を行うこと、必要に応じて産業医や事業場外の医療機関に

つないでいくことができるネットワークを整備するよう努めるものと

する。

ア労働者による自発的な相談とセルフチェック

事業者は、労働者によるメンタルヘルス不調への気づきを促進す

るため、事業場の実態に応じて、その内部に相談に応ずる体制を整

備する、事業場外の相談機関の活用を図る等、労働者が自ら相談を

受せ旦ね亙'立必慶な環境整備を行うものとする。

生左.Lストレスへの気づきのために、ストレスに関する調査票や
情報端末機器等を活用し、随時、セルフチェックを行うことができ
る機会を提供することも効果的である。

働に して

こと

炎

ま

イ管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等による相談対応等

管理監督者は、日常的に、労働者からの自発的な相談に対応するよ

う努める必要がある。特に、長時間労働等により疲労の蓄積が認めら

れる労働者、強度の心理的負荷を伴う出来事を経験した労働者、その

他特に個別の配慮が必要と思われる労働者から、話を聞き、適切な情

報を提供し、必要に応じ事業場内産業保健スタッフ等や事業場外資源
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診を促すものとする。また、事業場内産業保健スタッフ等は、管理監
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督者に対する相談対応、メンタルヘルスケアについても留意する必要

がある。

なお、心身両面にわたる健康保持増進対策(THP)を推進してい

る事業場においては、心理相談を通じて、心の健康に対する労働者の

気づきと対処を支援することが重要である。また、運動指導、保健指

導等のTHPにおけるその他の指導においても、積極的にストレスや

心の健康問題を取り上げることが効果的である。

ウ労働者個人のメンタルヘルス不調を把握する際の留意点

事業場内産業保健スタッフ等が労働者個人のメンタルヘルス不調
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さらに、労働安全衛生法に基づく健

における医師による面妾旨導及び一定時間を超える長時間労働を行

て

業はその

つた労働者に対する医師による面接指導等により、労働者のメンタル

ヘルス不調が認められた場合における.、事業場内産業保健スタッフ等

のとるべき対応についてあらかじめ明確にしておくことが必要であ

る。

提共することが重

に対して

してはナ'らない

人の同意

む労動

動に、す

な

重要である。ただし、ストレスチェック等実施し、保健指導等を行

三、゛、

の是共禹けてその状況に対応した必要な配慮を行うことも

ためにの叩果事業が入手する'ムには、フ(1)に掲げる労

ストレスチェック制度

トレスチエ

人の盲意の上で施することが必要である。これに加えて、ス

によ

しよ

ク

の六の 1

と
^,

1用して労動個人のメンタルヘルス不

いて

,

"として

切ナ' 1
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働に

には師のヒ省の下
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など適切なき平価ができる方法によること

の

また、労働安全律注法に基づく健康診断飽一定時間を超える長時間
労働を行った労働者に対する医師による面接指導等により、労働者の

メンタルヘルス不調が認められた場合における、事業場内産業保健ス
タッフ等のとるべき対応についてあらかじめ明確にしておくことが
必要である。

動に不利益生じないように労働者の個人情によって

ヲ亜等に加えて門的知識をする

適七に

寺に意することが必要であるについて

ることが重要でる。また、事

る健確上の配慮を行うためにのみ利用し、不適

は、ストレスチエック等により乍られた情報
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工労働者の家族による気づきゃ支援の促進

労働者に日常的に接している家族は、労働者がメンタルヘルス不調

に陥った際に最初に気づくことが少なくない。また、治療勧奨、休業

中、職場復帰時及び職場復帰後のサポートなど、メンタルヘルスケア

に大きな役割を果たす。

このため、事業者は、労働者の家族に対して、ストレスやメンタル

ヘルスケアに関する基礎知識、事業場のメンタルヘルス相談窓口等の

情報を社内報や健康保険組合の広報誌等を通じて提供することが望ま

しい。また、事業者は、事業場に対して家族から労働者に関する相談

があった際には、事業場内産業保健スタッフ等が窓口となって対応す
る体制を整備するとともに、これを労働者やその家族に周知する二と

が望ましい。

(4)職場復帰における支援

メンタルヘルス不調により休業した労働者が円滑に職場復帰し、就業

を継続できるようにするため、事業者は、その労働者に対する支援とし

て、次に掲げる事項を適切に行うものとする。

①衛生委員会等において調査審議し、産業医等の助言を受けながら

職場復帰支援プログラムを策定すること。職場復帰支援プログラム

においては、休業の開始から通常業務への復帰に至るまでの一連の

標準的な流れを明らかにするとともに、それに対応する職場復帰支

援の手順、内容及び関係者の役割等について定めること。

②職場復帰支援プログラムの実施に関する体制や規程の整備を行

い、労働者に周知を図ること。

③職場復帰支援プログラムの実施について、組織的かつ計画的に取
り組むこと。

④労働者の個人情報の保護に十分留意しながら、事業場内産業保健

スタッフ等を中心に労働者、管理監督者がお互いに十分な理解と協

力を行うとともに、労働者の主治医との連携を図りつつ取り組むこ

と。

なお、職場復帰支援における専門的な助言や指導を必要とする場合に

工労働者の家族による気づきゃ支援の促進
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があった際には、事業場内産業保健スタッフ等が窓口となって対応す

る体制を整備するとともに、これを労働者やその家族に周知すること

が望ましい。

(4)職場復帰における支援

メンタルヘルス不調により休業した労働者が円滑に職場復帰し、就業

を継続できるようにするため、事業者は、その労働者に対する支援とし
て、次に掲げる事項を適切に行うものとする。

①衛生委員会等において調査審議し、産業医等の助言を受けながら

職場復帰支援プログラムを策定すること。職場復帰支援プログラム
においては、休業の開始から通常業務への復帰に至るまでの一連の

標準的な流れを明らかにするとともに、それに対応する職場復帰支
援の手順、内容及び関係者の役割等について定めること。

②職場復帰支援プログラムの実施に関する体制や規程の整備を行
い、労働者に周知を図ること。

③職場復帰支援プログラムの実施について、組織的かつ計画的に取
り組むこと。

④労働者の個人情報の保護に十分留意しながら、事業場内産業保健

スタッフ等を中心に労働者、管理監督者がお互いに十分な理解と協

力を行うとともに、労働者の主治医との連携を図りつつ取り組むこ

と。

なお、職場復帰支援における専門的な助言や指導を必要とする場合に
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は、それぞれの役割に応じた事業場外資源を活用することも有効であ

る。

フメンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮

メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含む労働者の個

人情報の保護に配慮することが極めて重要である。メンタルヘルスに関す

る労働者の個人情報は、健康情報を含むものであり、その取得、保管、利

用等において特に適切に保護しなけれぱならないが、その一方で、メンタ

ルヘルス不調の労働者への対応に当たっては、労働者の上司や同僚の理解

と協力のため、当該情報を適切に活用することが必要となる場合もある。

健康情報を含む労働者の個人情報の保護に関しては、個人情報の保護に

関する法律(平成15年法律第57号)及び関連する指針等が定められて

おり、個人情報を事業の用に供する個人情報取扱事業者に対して、個人情

報の利用目的の公表や通知、目的外の取扱いの制限、安全管理措置、第三

者提供の制限などを義務づけている。また、個人情報取扱事業者以外の事

業者であって健康情報を取り扱う者は、健康情報が特に適正な取扱いの厳

格な実施を確保すべきものであることに十分留意し、その適正な取扱いの

確保に努めることとされている。さらに、ストレス

健戸&の耳吋いについては、ストレスチェッ

労働の建

れらの法令等を遵守し、労働者の健康情報の適正な取扱いを図るものとす

る。

(1)労働者の同意

メンタルヘルスケアを推進するに当たって、労働者の個人情報を主治

医等の医療職や家族から取得する際には、事業者はあらかじめこれらの

情報を取得する目的を労働者に明らかにして承諾を得るとともに、これ

らの情報は労働者本人から提出を受けることが望ましい。

また、健康情報を含む労働者の個人情報を医療機関等の第三者へ提供

する場合も、原則として本人の同意が必要である。ただし、労働者の生

命や健康の保護のために緊急かつ重要であると判断される場合は、本人

適切に

は、それぞれの役割に応じた事業場外資源を活用することも有効であ
る。

フメンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮
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報の利用目的の公表や通知、目的外の取扱いの制限、安全管理措置、第三

者提供の制限などを義務づけている。また、個人情報取扱事業者以外の事

業者であって健康情報を取り扱う者は、健康情報が特に適正な取扱いの厳

格な実施を確保すべきものであることに十分留意し、その適正な取扱いの

確保に努めることとされている。事業者は、これらの法令等を遵守し、労
働者の健康情報の適正な取扱いを図るものとする。

すること力 められてい

齢において

エツ における

事業者はし

業は

(1)労働者の同意

メンタルヘルスケアを推進するに当たって、労働者の個人情報を主治
医等の医療職や家族から取得する際には、事業者はあらかじめこれらの

情報を取得する目的を労働者に明らかにして承諾を得るとともに、これ

らの情報は労働者本人から提出を受けることが望ましい。

また、健康情報を含む労働者の個人情報を医療機関等の第三者へ提供
する場合も、原則として本人の同意が必要である。ただし、労働者の生
命や健康の保護のために緊急かっ重要であると判断される場合は、本人

,
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の同意を得ることに努めたうぇで、必要な範囲で積極的に利用すべき場

合もあることに留意が必要である。その際、産業医等を選任している事

業場においては、その判断について相談することが適当である。

なお、これらの個人情報の取得又は提供の際には、なるべく杢△宣介

してイーうことが望ましく

また、ストレスチェック術1

医師

(2)事業場内産業保健スタッフによる情報の加工

事業場内産業保健スタッフは、労働者本人や管理監督者からの相談対

応の際などメンタルヘルスに関する労働者の個人情報が集まることと

なるため、次に掲げるところにより、個人情報の取扱いについて特に留

意する必要がある。

①産業医等が、相談窓口や面接指導等により知り得た健康情報を

含む労働者の個人情報を事業者に提供する場合には、提供する情

り その紗

健a のストレスチェックの実

業に

の

によるストレスチエック

には

共してはならない

固 111こ首意

報の範囲と提供先を

ものとすること

②産業医等は、'当該労働者の健康を確保するための就業上の措置を
実施するために必要な情報が的確に伝達されるように、集約,整

は

理・解釈するなど適切に加工した上で提共

検査値具体的な愁三の内容の加工の

動の買意ξない

情報は提供してはならないこと。
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合もあることに留意が必要である。その際、産業医等を選任している事

業場においては、その判断について相談することが適当である。

なお、これらの個人情報の取得又は提供の際には、なるべく本人を介

仙理や就上の

(3)健康情報の取扱いに関する事業場内における取り決め

健康情報の保護に関して、医師や保健師等については、法令で守秘義

心、

して

務が課されており、また、労働安全衛生法では、建

ことがましい

(2)事業場内産業保健スタッフによる情報の加工

事業場内産業保健スタッフは、労働者本人や管理監督者からの相談対

応の際などメンタルヘルスに関する労働者の個人情報が集まることと

なるため、次に掲げるところにより、個人情報の取扱いについて特に留
意する必要がある。

①産業医等が、相談窓口や面接指導等により知り得た健康情報を

こと及び人の首意イ"るに当たっては個別に明示の同意を

に必 な /、

ものとし

の
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含む労働者の個人情報を事業者笠に提供する場合には、提供する
情報の範囲と提供先を必要畏小限とすること。その一方で、産業

的

医等は、当該労働者の健康を確保するための就業上の措置を実施

するために必要な情報が的確に伝達されるように、集約・整理・

解釈するなど適切に加工した上で提供丈亙三上L

をノ、
ロノ

②

長

業はメンタルヘルスに関する労働者の個人倩&を取り扱う

司'働

に、珍断や査倩の生データの取扱いについては、産業医や

(3)健康情報の取扱いに関する事業場内における取り決め

健康情報の保護に関して、医師や保健師等については、法令で守秘義
務が課されており、また、労働安全衛生法では、健診断又は面妾指導

るおそのある

うことか

せることが望ましいこと特に、ぎ呉"や一見を生じに行
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者に対する面接指導又はストレスチェック及びその

指導の実施に関する事務を取り扱う者に対する守秘義務を課している。

しかしながら、メンタルヘルスケアの実施においては、これら法令で守

秘義務が課される者以外の者が法厶に基づく取,以の会に健康情

報を含む労働者の個人情報を取り扱うこともあることから、事業者は、

衛生委員会等での審議を踏まえ、これらの個人情報を取り扱う者及びそ

の権限、取り扱う情報の範囲、個人情報管理責任者の選任、個人情報を
取り扱う者の守秘義務等について、あらかじめ事業場内の規程等により

取り決めることが望ましい。

さらに、事業者は、これら個人情報を取り扱うすべての者を対象に当

該規程等を周知するとともに、健康情報を慎重に取り扱うことの重要性

や望ましい取扱い方法についての教育を実施することが望ましい。

8

(1)事

Dの健に

業がメンタルヘルスケア

によ

な

る戸報を理由とした不 11益な取いの止

に基づく面

把屋しナ

に必要な

とはあってはならない。

で禾1

働者に対する不 1益ヌ扱いの止

このため、労働者の心の健にする戸報理由、として、以下に;け

る不利益な取扱いを行うことは一般的に合理的なものとはいえないた

されるべきもので

△において

め

力

超えて当該働に、して不 1益なヌ扱い行うこ

にこれに該当するとみなされる'合には、当該不 11益な取及いについて

働の心の健にする,ま以外のものでったとしても、実質的

の実施に関する事務を取り扱う者に対する守秘義務を課している。しか

しながら、メンタルヘルスケアの実施においては、これら法令で守秘義

も、行ってはならない。

はこれらを行ってはならないなお

①_解雇^

務が課される者以外の者が健診断又は面妾旨導の実施以外の機会に

の

2

健康情報を含む労働者の個人情報を取り扱うこともあることから、事業

者は、衛生委員会等での審議を踏まえ、これらの個人情報を取り扱う者
及びその権限、取り扱う情報の範囲、個人情報管理責任者の選任、事業

じて働の1＼の建

り

よ

間を定めて雇用される者について契約の新をしないこと

退'勧奨を行うこと

不当な動

夛

が

守秘義務等について、あらかじめ事業場内の規程等により取り決めるこ
とが望ましい。

さらに、事業者は、これら個人情報を取り扱うすべての者を対象に当
該規程等を周知するとともに、健康情報を慎重に取り扱うことの重要性

や望ましい取扱い方法についての教育を実施することが望ましい。

の

夛

建ス

目的をもってなされたと判断されるような配転又

の

に必

る

生データの加工、個人情報を取り扱う者のによ

の確

1益なヌ及いの理

,
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は

5

(2)派遣先業による派遣動に対する不利益

立ぐ旦職)の

その他の

と。

次に掲げる派遣先事業者による莎遣労働者に対する不 1」益な取及いに

ついては、一般0、に合理的なものとはいえないため

これを行ってはならなし

生

ものであったとしても実質的にこれに該当するとみなされる場合に

は、当該不利益な取及いについても行ってはならなし

去の

舌'じること

①心の健康に関する↑主報を理由とする汀遣労動の就上のキ止

にっいてジ遣元事者からその実施に力するよう要,があった

動イハ法厶に'反

ことを理由として派遣先

ること。

②本人の同意を'て派遣先事者が舮遣労

なお不利益な取及いの理由がこれ以外の

情報を把した場合においてこれを理由として、矢師の意見を

せず又は当該派遣労者の実仟を考慮せず当該派遣労

9 小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取組の留意事項

常時使用する労働者が50人未満の小規模事業場では、メンタルヘルスケ

アを推進するに当たって、必要な事業場内産業保健スタッフが確保できな

い場合が多い。このような事業場では、事業者は、衛生推進者又は安全衛

生推進者を事業場内メンタルヘルス推進担当者として選任するとともに、

地域産業保健センター等の事業場外資源の提供する支援等を積極的に活

用し取り組むことが望ましい。また、メンタルヘルスケアの実施に当たっ

ては、事業者はメンタルヘルスケアを積極的に実施することを表明し、セ

ルフケア、ラインによるケアを中心として、実施可能なところから着実に

取組を進めることが望ましい。

求めること。

いの止

じ

力

k遣先事業は

当1亥遣労動の変更を求め

10 定義

の心の健にする

の変を

8 小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取組の留意事項

常時使用する労働者が50人未満の小規模事業場では、メンタルヘルスケ

アを推進するに当たって、必要な事業場内産業保健スタッフが確保できな

い場合が多い。このような事業場では、事業者は、衛生推進者又は安全衛

生推進者を事業場内メンタルヘルス推進担当者として選任するとともに、

地域産業保健センター等の事業場外資源の提供する支援等を積極的に活

用し取り組むことが望ましい。また、メンタルヘルスケアの実施に当たっ

ては、事業者はメンタルヘルスケアを積極的に実施することを表明し、セ

ルフケア、ラインによるケアを中心として、実施可能なところから着実に

取組を進めることが望ましい。

9 定義
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本指針において、以下に掲げる用語の意味は、それぞれ次に定めるとこ

ろによる。

①ライン

日常的に労働者と接する、職場の管理監督者(上司その他労働者を指

揮命令する者)をいう。

②産業医等

産業医その他労働者の健康管理等を行うのに必要な知識を有する医

師をいう。

③衛生管理者等

衛生管理者、衛生推進者及び安全衛生推進者をいう。

④事業場内産業保健スタッフ

産業医等、衛生管理者等及び事業場内の保健師等をいう。

⑤心の健康づくり専門スタッフ

精神科・心療内科等の医師、精神保健福祉士、心理職等をいう。

⑥事業場内産業保健スタッフ等

事業場内産業保健スタッフ及び事業場内の心の健康づくり専門スタ

ツフ、人事労務管理スタッフ等をいう。

⑦事業場外資源

事業場外でメンタルヘルスケアへの支援を行う機関及び専門家をい

つ。

⑧メンタルヘルス不調

精神および行動の障害に分類される精神障害や自殺のみならず、スト

レスや強い悩み、不安など、労働者の心身の健康、社会生活および生活

の質に影響を与える可能性のある精神的および行動上の問題を幅広く
含むものをいう。

⑨丕上上^
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本指針において、以下に掲げる用語の意味は、それぞれ次に定めるとこ
ろによる。

①ライン

日常的に労働者と接する、職場の管理監督者(上司その他労働者を指
揮命令する者)をいう。

②産業医等

産業医その他労働者の健康管理等を行うのに必要な知識を有する医
師をいう。

③衛生管理者等

衛生管理者、衛生推進者及び安全衛生推進者をいう。

④事業場内産業保健スタッフ

産業医等、衛生管理者等及び事業場内の保健師等をいう。
⑤心の健康づくり専門スタッフ

精神科・心療内科等の医師、心理職等をいう。
⑥事業場内産業保健スタッフ等

事業場内産業保健スタッフ及び事業場内の心の健康づくり専門スタ
ツフ、人事労務管理スタッフ等をいう。

⑦事業場外資源

事業場外でメンタルヘルスケアへの支援を行う機関及び専門家をい
つ。

⑧メンタルヘルス不調

精神および行動の障害に分類される精神障害や自殺のみならず、スト
レスや強い悩み、不安など、労働者の心身の健康、社会生活および生活
の質に影響を与える可能性のある精神的および行動上の問題を幅広く
含むものをいう。

労イ安全'i生

10ストレスチェック制度

ための検査をいう。

ストレスチエック及ひその

66 の10に基づく心理的な担の

に基づく面 ヒ省の施

1

巴屋る

畔

団ごとの



集計・分析

取組全^

労働安全律生法第66条の10に係る業場における一連の

22 '



「心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」新旧対照表

心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指

導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針

平成27年4月15日

公示第1号

改正平成27年11月30日

左§打ミ舞ξ 2 号・

1 ~ 9

改正案

10 労働者に対する不利益な取扱いの防止

事業者が、ストレスチェック及び面接指導において把握した労働者の健

康情報等に基づき、当該労働者の健康の確保に必要な範囲を超えて、当該

労働者に対して不利益な取扱いを行うことはあってはならない。このため、

事業者は、次に定めるところにより、労働者の不利益な取扱いを防止しな
けれぱならない。

(1)(略)

(2)禁止されるべき不利益な取扱い

次に掲げる事業者による不利益な取扱いについては、一般的に合理的

なものとはいえないため、事業者はこれらを行ってはならない。なお、

不利益な取扱いの理由がそれぞれに掲げる理由以外のものであったとし

ても、実質的にこれらに該当するとみなされる場合には、当該不利益な

取扱いについても、行ってはならない。

ア~イ(略)

心理的な負担の程度を把握するための検査等指針

D理的な負担の程度を酎屋るための査

心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指
導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針

11 スドレスチェック制度に関する労働者の健康情報の保護

(略)

(1)~(4)(略)

(5)面接指導結果の事業者への提供に当たっての留意事項

平成27年4月15日

公示第1号

1 ~ 9

10 労働者に対する不利益な取扱いの防止

事業者が、ストレスチェック及び面接指導において把握した労働者の健

康情報等に基づき、当該労働者の健康の確保に必要な範囲を超えて、当該

労働者に対して不利益な取扱いを行うことはあってはならない。このため、

事業者は、次に定めるところにより、労働者の不利益な取扱いを防止しな

けれぱならない支虫七二丈亙。
(1)(略)

(2)禁止されるべき不利益な取扱い

次に掲げる事業者による不利益な取扱いにっいては、一般的に合理的

なものとはいえないため、事業者はこれらを行ってはならない支虫上丈
亙。なお、不利益な取扱いの理由がそれぞれに掲げる理由以外のもので

あったとしても、実質的にこれらに該当するとみなされる場合には、当
該不利益な取扱いについても、行ってはならないものとする。

現イテ

心理的な負担の程度を把握するための検査等指針

別紙4

ア~イ

11 ストレスチエツク制度に関する労働者の健康情報の保護
(略)

(1)~(4)(略)

(5)面接指導結果の事業者への提供に当たっての留意事項

(略)

ヒ
日



面接指導を実施した医師は、規則第52条の18第2項に規定する面接指

導結果に関する情報を事業者に提供するに当たっては、必要に応じて情

報を適切に加工することにより、当該労働者の健康を確保するための就

業上の措置を実施するため必要な情報に限定して提供しなけれぱならな

いこととし、診断名、検査値若しくは具体的な愁訴の内容等の力Q王前の

愃霊又は詳細な医学的情報は事業者に提供してはならないものとする。
なお、事業場の産業医等ではなく、外部の医師が面接指導を実施した

場合、当該医師は、当該労働者の健康を確保するために必要な範囲で、

当該労働者の同意を取得した上で、当該事業場の産業医等に対して加工
前の情報又は詳細な医学的情報を提供することができるものとする。

12 その他の留意事項等

(1)産業医等の役割(略)

(2)派遣労働者に関する留意事項

ア派遣元事業者と派遣先事業者の役割

派遣労働者に対するストレスチェック及び面接指導については、法

第66条の10第1項から第6項までの規定に基づき、派遣元事業者がこ
れらを実施することとされている。}r遣労働に対

ンク及び面妾旨首の実施に当たって

が実施するストレスチェック及び面妾旨導を受けることができるよ

つ

また、努力義務となっている集団ごとの集計・分析については、職

場単位で実施することが重要であることから、派遣先事業者において

は、派遣先事業場における派遣労働者も含めた一定規模の集団ごとに

ストレスチエック結果を集計,分析するとともに、その結果に基づく

措置を実施することが望ましい。

爪遣働に対し必な配慮

面接指導を実施した医師は、規則第52条の18第2項に規定する面接指

導結果に関する情報を事業者に提供するに当たっては、必要に応じて情

報を適切に加工する二とにより、当該労働者の健康を確保するための就

業上の措置を実施するため必要な情報に限定して提供しなけれぱならな

いこととし、診断名、検査値若しくは具体的な愁訴の内容等の生データ

イ 面妾指に必要な

爪遣元

適正な運{の

又は詳細な医学的情報は事業者に提供してはならないものとする。

なお、事業場の産業医等ではなく、外部の医師が面接指導を実施した
場合、当該医師は、当該労働者の健康を確保するために必要な範囲で、
当該労働者の同意を取得した上で、当該事業場の産業医等に対して生デ

ータ又は詳細な医学的情報を提供すること.ができるものとする。

律第88園)第42 第3項のま定に基づき派遣先業者から通知されナ

当該派遣労働者の労働時間に加え、必要に応じ、派遣先事業者に対し、

爪遣先業は丁遣元業

その他の勤劣の状況又は職"戸境にする.主報について是供するよう

は

依頼するものとし

ることが適当で

呆及びシ遣労働の

12 その他の留意事項等

(1)産業医等の役割(略)

(2)派遣労働者に関する留意事項

ア派遣元事業者と派遣先事業者の役割

派遣労働者に対するストレスチェック及び面接指導につぃては、法

第66条の10第1項から第6項までの規定に基づき、派遣元事業者がこ
れらを実施することとされている。

の収

ストレスチエ

ヒ
が適切に行えるよ

爪遣先事業は、派遣元業者から依頼があっナ

にする法

働派遣業の

方、努力義務となっている集団ごとの集計・分析につぃては、職

場単位で実施することが重要であることから、派遣先事業者において

は、派遣先事業場における派遣労働者も含めた一定規模の集団ごとに

ストレスチエック結果を集計・分析するとともに、その結果に基づく
措置を実施することが望ましい。

(a 和60年法

2



場合には、必要な倩報を提共るものとする

この場合において、派遣元

て

ウ派遣労働者に対する就業上の措置に関する留意点

派遣元事業者が、派遣労働者に対する面接指導の結果に基づき、医

師の意見を勘案して、就業上の措置を講じるに当たってと立辰遣先臺茎

あらかじめ、当該派遣働の盲意

の力§必要な場△には派遣元業は
少

派遣元

行うこととする

の

への要請について、あらかじめ、当該派遣働の盲

ならない。

工

から要靖がった△には

は

不 11益な取及いの替止

力

爪遣先

欠に

については

この合において、派遣元業は

るよ

はこれら

'なけれぱならない

れにげ理以夕のもので

すると

派遣

への依頁につい

はならない。

テつてはならないなお

ることとし

受的に△理、なものとはいえないため

オ'される'ム'には当該不 1益な又及いについても

業による派遣働に

面妾ヒ'首の,告果に基づくシ遣働の競上の

遣元業からその実施に協力するよう要靖がったこと理由と

して

2

に応.じ

派遣元業が人の同意

ノ

ストレスチエック

r遣

派遣先

3

つたとしても

して

派遣元業が人の盲意

業が、当該派遣働の

面

イ派遣労働者に対する就業上の措置に関する留意点

派遣元事業者が、派遣労働者に対する面接指導の結果に基づき、医

師の意見を勘案して、就業上の措置を講じるに当たっては、労働者派

k'先業

オ

先業が派遣元

ヒ首の

が当紗派遣動の

劾爪遣

なけれは

オ'又

る不 1

士

と。

4

生

いのチ

派遣先業者が団ごとの集計・分析行うこと

て'遣先
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か
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と

について、派
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し適切に対応することが望ましい。

めこと

当討派遣
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目的として派

めるこ

ス

3

は
力

こ

こ

こ

こ士
口



(3)~(4)

13 (略)

更を求めること。

佃各) (3)~(4)

13 (略)

(略)
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